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グリーングリーン分野の諸問題と新たな潮流分野の諸問題と新たな潮流

地球温暖化地球温暖化

エネルギー供給不安エネルギー供給不安
資源の入手難資源の入手難

世界的な食料不足世界的な食料不足

水質・土壌汚染水質・土壌汚染

解決すべき諸問題解決すべき諸問題

1-3
*

 

「エネルギー・環境に関する選択肢」（平成24年6月29日エネルギー・環境会議決定）の3つのシナリオより。発電電力量換算
** 「日本再生戦略」（2012.7.31閣議決定）より

○再生可能エネルギー比率を、10%

 

（2010年）

 

から25

 
～35％に

 

（2030年）* 
○再生可能エネルギー比率を、10%

 

（2010年）

 

から25

 
～35％に

 

（2030年）*

○

 

震災からの復興、再生の実現
○ グリーンイノベーションの推進
○ ライフイノベーションの推進

○ 震災からの復興、再生の実現
○ グリーンイノベーションの推進
○ ライフイノベーションの推進

○重点推進4分野(ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ、情報通信、環境、ﾅﾉﾃｸﾉ

 
ﾛｼﾞｰ・材料)

 
○推進4分野(ｴﾈﾙｷﾞｰ、ものづくり技術、社会基盤、ﾌﾛﾝ

 
ﾃｨｱ)

 

○重点推進4分野(ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ、情報通信、環境、ﾅﾉﾃｸﾉ

 
ﾛｼﾞｰ・材料)

○推進4分野(ｴﾈﾙｷﾞｰ、ものづくり技術、社会基盤、ﾌﾛﾝ

 
ﾃｨｱ)

科学技術政策
～分野別から課題達成型へ～

科学技術政策
～分野別から課題達成型へ～

社会からの要請
～震災からの復興・再生そして成長～

社会からの要請
～震災からの復興・再生そして成長～

○重点施策：蓄電池、EMS、グリーン部素材など
○2020年までの目標



 

蓄電池：

 

世界市場20兆円のうち18%を50%に拡大


 

EMS：

 

市場規模を19．7兆円まで拡大し、インフラ大国

 
の地位確立

 

○重点施策：蓄電池、EMS、グリーン部素材など
○2020年までの目標



 

蓄電池：

 

世界市場20兆円のうち18%を50%に拡大


 

EMS：

 

市場規模を19．7兆円まで拡大し、インフラ大国

 
の地位確立

再生可能エネルギー利用拡大再生可能エネルギー利用拡大

「グリーン成長戦略」

 
（「日本再生戦略」**より）「グリーン成長戦略」

 
（「日本再生戦略」**より）

第三期科学技術基本計画

 
（２００５～２０１０年）

 

第三期科学技術基本計画

 
（２００５～２０１０年）

第四期科学技術基本計画 （２０11～２０１6年）

 

第四期科学技術基本計画 （２０11～２０１6年）
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グリーン分野の国際的な動向グリーン分野の国際的な動向
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【目標】

•2035年までにｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ

 

** （電力比）

 

80%を目指す（一般

 

教書演説2011）

【取組】

•「先端研究基盤を活用したグリーンイノベーション」をDOEが主導

•3つの研究イニシアティブ

 

(5年間で20億ドル以上)

 
①基礎研究（エネルギーフロンティア研究センター）46箇所

 
②応用研究（エネルギー高等研究計画局）

 
③基礎から応用まで（エネルギーイノベーションハブ）8箇所

米国米国

【目標】

•2030年に、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ（一次ｴﾈ比）11%を目指す（第１次国家エ

 

ネルギー基本計画2008）

【取組】

•「低炭素・グリーン成長基本法」を制定(2010)

 

し、他の法律に優先

 
して適用

•省庁横断の「ｸﾞﾘｰﾝ技術研究開発総合対策」を設定し、次世代ｴﾈﾙ

 
ｷﾞｰ源、ｸﾞﾘｰﾝ都市など27の重点育成技術を選定

韓国韓国

*欧州連合加盟国と欧州委員会が2002年に設立。欧州全体の研究基盤のビ

 

ジョン＆戦略、及び関連施策の策定を支援することがミッション。
**風力、太陽光、原子力、クリーンコール及び天然ガス。

資源エネルギー庁

 

総合資源エネルギー調査会基本問題委員会

 

第9回「各国

 

目標値」および

 

JST-CRDS(研究開発戦略センター）の資料に基づき作成

【目標】

•2015年に、非化石エネルギー（原子力を含む）

 

（一次

 
ｴﾈ比）を11.4%を目指す（第12次5カ年計画2011）

【取組】

•「戦略的新興産業」政策

 

として、新エネルギーや省エ

 
ネ・環境保護、新エネ自動車を振興

•新エネでは、原子力、風力、太陽電池・熱利用、バイオ

 
マス、スマートグリッドなどの部材開発・拠点形成・モデ

 
ルプロジェクトなどを推進

中国中国

【目標】

• ドイツ：天然ガス、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰを大量導入し、石

 
炭・原子力依存の減少を目指す（独のエネルギー供給の拡大

 

2010）

• イギリス：2050年に、電力の非炭素化に向けて、ＣＣＳ、

 
再生可能エネルギー、原子力発電を推進（英国炭素計画

 

2011）

• フランス：2050年のエネルギーミックスのあり方につい

 
て検討中

【取組】

•第7次枠組み計画（FP7）では、工学・エネルギーとして、

 
分散型エネルギー、洋上型再生可能エネルギー、太陽

 
電池、集光型太陽エネルギーなど10プロジェクトを採択

•欧州研究基盤戦略フォーラム*のエネルギー分野では、

 
太陽ｴﾈﾙｷﾞｰ、風力、CO2

 

固定・貯留などが研究基盤と

 
して挙げられている

欧州および独国・英国欧州および独国・英国 各国共再生可能エネルギーの拡大を図るとともに、

 関連する技術の研究開発を積極的に展開
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エネルギーマネ

 ジメントシステム

目指すべきビジョン

戦略プロポーザル

JSTJSTのグリーンイノベーションへの取り組みのグリーンイノベーションへの取り組み
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研究開発戦略の

 
提言

総合戦略
シナリオ策定

社会システム

 
のデザイン

①安定かつ低炭素なエネルギーの需要供給システム
②持続可能な資源利用
③自然環境との持続的共生

環境負荷
低減

再生可能
エネルギー

エネルギー高効率

 
社会の相界面科

 
学、二次電池・蓄

 
電デバイス

 

・・・

国際比較

停電予防連絡
ネットワーク

節電呼びかけｼｽﾃﾑスマートグリッド

太陽電池

元素戦略・
リサイクル

学の知を活用して既存技術からジャンプアップし、新技術を創製
→

 

グリーン分野の諸問題を技術的根本から解決

低環境負荷な材料

SICP

分散協調型エネルギー

エネルギーキャリア

二次電池

産学共創

SICORP先端計測

ゲームチェンジングテクノロジーの創出

あらゆる事業・制度で横断的に実施

http://www.jst-lcs.jp/activity/save-elect/
http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/index.html
http://www.jst.go.jp/erato/index.html
http://www.jst.go.jp/a-step/index.html
http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/index.html
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理論・数理モデルを電力制御技術に昇華する
研究プロジェクトを開始

理論・数理モデルを電力制御技術に昇華する
研究プロジェクトを開始

超高速アルゴリズムを
スマートグリッド基盤技術に適用

超高速アルゴリズムを
スマートグリッド基盤技術に適用

主な取組事例主な取組事例 ～ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＥＭＳ）への挑戦（１）～～ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＥＭＳ）への挑戦（１）～

1-6

「湊離散構造処理系プロジェクト」
研究総括：湊

 

真一（北大

 

教授）

「分散協調型エネルギー管理システム構築のための

 
理論及び基盤技術の創出と融合展開」

研究総括：

 

藤田政之（東工大

 

教授）

ロス３％減の最適配電経路を30分で発見
コストゼロで火力発電所

 

0.1基分相当の節電

ロス３％減の最適配電経路を30分で発見
コストゼロで火力発電所

 

0.1基分相当の節電

超高速圧縮
アルゴリズム技法

ZDD*

分散電源が増加

 

→

 

系統電源が不安定分散電源が増加

 

→

 

系統電源が不安定

最適制御で分散電源を系統に安定導入
再生可能エネルギー大量導入を可能に

最適制御で分散電源を系統に安定導入
再生可能エネルギー大量導入を可能に

◆研究課題例
• マルチエネルギーシステム動的特性の汎用解析
• 太陽光発電の予測不確実性を許容する超大規模電力

 
最適配分制御

 

◆研究課題例
• マルチエネルギーシステム動的特性の汎用解析
• 太陽光発電の予測不確実性を許容する超大規模電力

 
最適配分制御

新
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
発
足

16
チ
ー
ム
が
研
究
を
開
始

新
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
発
足

16
チ
ー
ム
が
研
究
を
開
始 制御理論制御理論セキュリティセキュリティ

ｴﾈﾙｷﾞｰ貯蔵ｴﾈﾙｷﾞｰ貯蔵情報・通信情報・通信

気象予測気象予測

シミュレータシミュレータ

数理モデル数理モデル

１件

３件

３件

２件

２件

２件

１件

２件

システムシステム
制度設計制度設計

配電網スイッチの組み合わせ：

 

2468（＝10140）通り
膨大な計算量

 

→

 

熟練者の勘頼り

配電網スイッチの組み合わせ：

 

2468（＝10140）通り
膨大な計算量

 

→

 

熟練者の勘頼り

エネルギー需給を最適制御するための
理論、数理モデル、基盤技術を創出

* ZDD (Zero-Suppressed Binary Decision Diagram; ｾﾞﾛｻﾌﾟﾚｽ型二分決定ｸﾞﾗﾌ）膨大な組合せ集合を簡素に表現するﾃﾞｰﾀ構造化の技法

http://www.jst.go.jp/erato/index.html
http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/index.html
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再
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ン
電
池
で

世
界
を
リ
ー
ド

経産省・文科省合同検討会で

 
テーマを検討

コスト低減、エネルギー密度向上コスト低減、エネルギー密度向上

エネルギーの貯蔵・輸送媒体として化学物

 
質を活用

 

エネルギーの貯蔵・輸送媒体として化学物

 
質を活用

未利用熱エネルギーの最小化と有効活用未利用熱エネルギーの最小化と有効活用

１．次世代蓄電池１．次世代蓄電池

２．エネルギー貯蔵・輸送２．エネルギー貯蔵・輸送

３．未利用熱エネルギー３．未利用熱エネルギー

オールジャパンのドリームチームで統合的研究
～

 

基礎から製品化を目指したシステム最適化まで

 

～

オールジャパンのドリームチームで統合的研究
～

 

基礎から製品化を目指したシステム最適化まで

 

～

エネルギーキャリア開発で
再生可能エネの新たな利用形態を確立

エネルギーキャリア開発で
再生可能エネの新たな利用形態を確立

再生可能エネルギーが豊富な地域で、エネルギーを化学物質

 
（アンモニア、有機ハイドライドなど）に変換し、輸送・利用

新たな研究開発プロジェクトを開始

経産省 文科省

変 換変 換 貯蔵・輸送貯蔵・輸送 利 用利 用

主な取組事例主な取組事例 ～ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＥＭＳ）への挑戦（～ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＥＭＳ）への挑戦（22）～）～

異種材料融合技術により次世代の航空機・

 
自動車等の軽量化に資する

 

異種材料融合技術により次世代の航空機・

 
自動車等の軽量化に資する

４．革新的構造材料４．革新的構造材料

• 新しい蓄電池の開発に向けた、物性物理

 
等の異分野融合による基盤研究

• 要素技術の開発のみならず、実際に電池

 
を組み立てることを視野に入れる

金属空気蓄電池の

 

模式図

現在のリチウムイオン電池の
10倍のエネルギー密度、1/10のコスト

 

を目指す

http://www.meti.go.jp/
http://www.mext.go.jp/
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主な取組事例主な取組事例
 

～バーチャル・ネットワーク＆拠点で太陽電池に力を集結～～バーチャル・ネットワーク＆拠点で太陽電池に力を集結～
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「太陽光を利用した独創的クリーンエネ

 
ルギー生成技術の創出」

バーチャル・
ネットワーク

バーチャル・
ネットワーク

研究総括：山口真史（豊田工大

 

主担当教授）

「太陽光と光電変換機能」

バーチャル・
ネットワーク

バーチャル・
ネットワーク

研究総括：早瀬修二（九工大

 

教授）

バーチャル・
ネットワーク

バーチャル・
ネットワーク

バーチャル・
ネットワーク

バーチャル・
ネットワーク

PO：谷口彬雄（信州大

 

名誉教授・特任教授）

「太陽電池および太陽エネルギー利

 
用システム」

「有機材料を基礎とした新規エレクト

 
ロニクス技術の開発」

PO：小長井誠（東工大

 

教授）

【有機薄膜型、色素増感など】【有機薄膜型、色素増感など】 【新材料など】【新材料など】

【有機薄膜型、色素増感など】【有機薄膜型、色素増感など】

フォトニック結晶を用

 
いて太陽電池の効率

 
を大幅に向上させる
（野田進

 

京大

 

教授）

太陽光スペクトル全域

 
カバーの窒化物半導体

 
太陽電池（吉川明彦

 
千葉大

 

教授）

【シリコン系、化合物薄型など】【シリコン系、化合物薄型など】

東工大東工大

京大京大

東工大東工大

奈良先端大奈良先端大

東北大学東北大学

カネカ
パナソニック 他

カネカ
パナソニック 他

ナノワイヤー
（トップセル）

結晶シリコン
（ボトムセル）

◆1年後に産学が福島

 
（郡山

 

産総研）に結集

◆ナノワイヤ－を利用する

 
ことで、シリコンベース

 
でありながら変換効率

 
３０％以上へ

「革新的エネルギー研究開発拠点形成

 
事業」（東日本大震災からの復興）

（文科省からの受託）
拠 点拠 点

【ナノワイヤー太陽電池】【ナノワイヤー太陽電池】

研究総括：
小長井誠
（東工大

 

教授）

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/index.html
http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/index.html
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主な取組事例主な取組事例
 

～低環境負荷で国際競争力のある金属材料～～低環境負荷で国際競争力のある金属材料～
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近藤勝義

 

（阪大

 

教授）
サンエツ金属（株）
日本アトマイズ加工（株）重点地域研究開発推進プログラム

育成研究（2007-2010）
研究開発資源活用型（2009-2012）

水への鉛溶出

 

→幼児の脳障害

規制強化

 

→鉛フリーが世界標準

水への鉛溶出

 

→幼児の脳障害

規制強化

 

→鉛フリーが世界標準

鉛フリー黄銅合金が必要鉛フリー黄銅合金が必要

部品の小型・軽量化

 →材料使用量の削減

 新市場開拓

 →高級ステンレス鋼材を代替

 

部品の小型・軽量化

 →材料使用量の削減

新市場開拓

 →高級ステンレス鋼材を代替

高強度化が必要高強度化が必要

黒
鉛
、Cr

、Fe

、Sn

な
ど

を
添
加

粉
末
冶
金
法
を
適
用

世界最高強度と快削性

 

＆

 

鉛フリーの
黄銅の新合金開発に成功

世界最高強度と快削性

 

＆

 

鉛フリーの
黄銅の新合金開発に成功

組成例：

 

Cu-40%Zn-0.75%Cr-

 
0.2%Fe-0.6%Sn-0.66%Ti

0 0.2 0.4 0.6

400

500

600

引
張

強
さ

T
S

(
M

P
a
)

ステンレスステンレス
316316LL鋼鋼

Ｓｉ添加黄銅Ｓｉ添加黄銅

Bi添加（鉛微量） 鉛添加黄銅（現行）鉛添加黄銅（現行）

黒鉛添加黄銅
（2007年4月）

700

800

育成研究で達成

機械加工のしやすさ（切削速度, v (mm/s)）

TS≧750MPa
v≧0.2mm/s

黄銅の新合金
【低環境負荷かつ高機能】

黄銅の新合金
【低環境負荷かつ高機能】

強度を上げると

 
加工性が犠牲に

 

強度を上げると

 
加工性が犠牲に

加工性が良く広く使われるが

 
強度が無くかつ鉛を含有

 

加工性が良く広く使われるが

 
強度が無くかつ鉛を含有

自動車用冷却システムの軽量化など
幅広い応用に期待

自動車用冷却システムの軽量化など
幅広い応用に期待
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エネルギーマネジメントシステム
グリーンＩＣＴ、蓄電デバイス、省・送・蓄エネ化学プロセス、熱利用

エネルギーマネジメントシステム
グリーンＩＣＴ、蓄電デバイス、省・送・蓄エネ化学プロセス、熱利用

再生可能エネルギーの利用拡大
太陽電池、創エネ化学プロセス、

 
バイオマス

 

再生可能エネルギーの利用拡大
太陽電池、創エネ化学プロセス、

 
バイオマス

戦
略
プ
ロ
グ
ラ
ム
パ
ッ
ケ
ー
ジ

安定かつ低炭素なエネルギーの需要供給システム

持続可能な資源利用 自然環境との持続的共生

①安定かつ低炭素なエネルギーの需要供給システム
②持続可能な資源利用
③自然環境との持続的共生

ゲームチェンジングテクノロジーの創出

食料生産・水利用ｼｽﾃﾑ
における環境適応・負荷低減

ＩＣＴ農業、育種、水利用システム

食料生産・水利用ｼｽﾃﾑ
における環境適応・負荷低減

ＩＣＴ農業、育種、水利用システム

グリーンイノベーションの戦略プログラムパッケージグリーンイノベーションの戦略プログラムパッケージ

自然エネルギーのフロンティア開拓

地球温暖化地球温暖化

エネルギー供給不安エネルギー供給不安
資源の入手難資源の入手難

世界的な食料不足世界的な食料不足

水質・土壌汚染水質・土壌汚染

希少資源の安定確保に向けた

資源循環ｼｽﾃﾑ
元素戦略、リサイクル

希少資源の安定確保に向けた

資源循環ｼｽﾃﾑ
元素戦略、リサイクル

ニーズ
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（参考）  
戦略プログラムパッケージ詳細版
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熱利用省・送・蓄エネ化学プロセス

エネルギーマネジメントシステム
（グリーンＩＣＴ、蓄電デバイス、省・送・蓄エネ化学プロセス、熱利用）

都市・地域・産業のエネルギー需給を一体的に最適制御するエネルギー高効率社会の構築都市・地域・産業のエネルギー需給を一体的に最適制御するエネルギー高効率社会の構築

グリーンＩＣＴ

サービス機能の動態評価・予測・効率管理による都市インフラの構築の最適制御

蓄電デバイス

全固体Ｌｉ電池、多価イオン電池、空気電

 
池等新原理の蓄電池の開発

希少金属を使わない燃料電池の開発

エネルギー低消費型の産業プロセス

 
開発

時間的・空間的偏在を解消するため

 
のエネルギーキャリア開発

中・低温熱源利用システム（ヒート

 
ポンプ等）開発

熱電変換材料・デバイス開発

主な既存ＰＪ：

 

「

 

耐熱材料・鉄鋼ﾘｻｲｸﾙ」(ALCA)

 

、

 

「CO2抑制」(CREST)、「ｴﾈ相界面」（一部）

 

(CREST)、「中国ｴﾈ」(一部）(SICORP)

主な既存ＰＪ：

 

「ナノ界面」（一部）(CREST)、「省・創エネ化

 

学ﾌﾟﾛｾｽ」

 

(ALCA) 、「先導的物質変換」(ACT-C）、

 

「金井触媒」（一部）(ERATO)

主な既存ＰＪ：

 

「蓄電デバイス」(ALCA)、「CO2抑制」(CREST)、

 

「エネ相界面」

 

(CREST＆さきがけ)、「分子技術」（一部）

 

（CREST）、「パワーフロー現象解明（先端計測）

主な既存ＰＪ：

 

「EMS」(CREST)、「湊離散構造」（ERATO）

■将来ビジョン

■研究概要と主な実施プログラム
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超高効率・超長寿命なシリコン・化

 
合物半導体・有機材料太陽電池開発

ナノ三次元構造化や、量子ドット・

 
カーボンナノチューブなどの新材料・

 
新原理による超高効率太陽電池開発

水の光還元による水素生成

CO2の還元による炭水化物生成

藻類からのバイオ燃料生成

木質バイオマス利用

再生可能エネルギーの利用拡大
（太陽電池、創エネ化学プロセス、バイオマス）

化石燃料に依存しないクリーンなエネルギーの供給拡大
有機系太陽電池で変換効率20%, 寿命20年
新型太陽電池で変換効率50%

水素生成エネルギー変換効率で30%

創エネ化学プロセス太陽電池

主な既存ＰＪ：

 

「バイオテクノロジー」（ALCA）、「CO2抑

 

制」(CREST)、「藻類バイオマス」（CREST、さきが

 

け）、「CO2資源化」（CREST、さきがけ）、「米国ﾒﾀﾎﾞ

 

ﾛ」（SICORP)、「環境・ｴﾈ（低炭素）」（SATREPS)

主な既存ＰＪ：

 

「先導的物質変換」(ACT-C）、「光エネ物

 

質変換」(さきがけ)、「太陽エネルギー」（ALCA）、

 

「中国ｴﾈ」(一部）(SICORP)

主な既存ＰＪ：

 

「太陽光」

 

(CREST&さきがけ)、「パワーフ

 

ロー現象解明」（先端計測）、「太陽エネルギー」

 

（ALCA）、「有機エレ」（Sイノベ）

バイオマス

■研究概要と主な実施プログラム

■将来ビジョン
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革新的な希少元素代替材料開発に

 
向けた、

磁石材料の開発

構造材料の開発

触媒・電池材料の開発

電子材料の開発

スクラップ、廃棄物等からの高効率

 
回収・分離法の開発

◇希少元素の供給リスクに対応したリサイクルシステムの実現

 ◇代替材料の開発による資源を有しない我が国の産業競争力の強化

 

◇希少元素の供給リスクに対応したリサイクルシステムの実現

 ◇代替材料の開発による資源を有しない我が国の産業競争力の強化

リサイクル元素戦略

主な関係ＰＪ：

 

経産省「レアメタルの回収技術」、

 

「

 

希土類金属等回収技術」

 

文部科学省

 

「東北発素材技術先導PJ」、

 

環境省

 

「環境研究総合推進費」
主な既存ＰＪ：

 

「元素戦略」(CREST&さきがけ)、

 

「高性能磁石」(共創)

希少元素の安定確保に向けた資源循環システム
（元素戦略、リサイクル）

両輪で展開

経産省
希少金属代替

PJ

 

等

連

 
携

■将来ビジョン

■研究概要と主な実施プログラム

文科省
元素戦略PJ

＜研究拠点形成型＞
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非侵襲・非破壊・リアルタイムのセンシングによ

 
る環境・生育情報の取得とそれらの活用による高

 
効率農業技術の開発

光合成機能強化

低環境負荷な肥料・農薬開発

高ストレス耐性・高収量性品種の作

 
出

水・資源を持続的かつ効率的に活用する農水産物生産システムの構築水・資源を持続的かつ効率的に活用する農水産物生産システムの構築

育種

ＩＣＴ農業

主な既存ＰＪ：

 

「CO2資源化」（CREST、さきがけ）、

 

「バ

 

イオテクノロジー」（ALCA）、「CO2抑制」（一部）

 

(CREST)

主な既存ＰＪ：

 

「先進的統合センシング」(CREST)

食料生産・水利用システムにおける環境適応・負荷低減
（ＩＣＴ農業、育種、水利用システム）

環境適応・低負荷型の食糧生産の

 
ための水利用システム開発

排水からの窒素・リン回収

水利用システム

主な既存ＰＪ：

 

「水利用」(CREST)、「脱温暖化・環境共生

 

社会」（RISTEX）

■将来ビジョン

■研究概要と主な実施プログラム
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リチウムイオン電池からの脱却に向けて
 

セラミックス全固体電池

2-1

首都大学東京
大学院都市環境科学研究科

分子応用化学域

金村
 

聖志

（別紙参照）
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グリーンイノベーション H25要求額３４５億円 H24予算額２２６億円 ＋１１９億円

◆先端的低炭素化技術開発

 

（１２０億円）うち、次世代エネルギー利用技術（文科省・経産省連携）
◆エネルギーマネジメントシステム等の新技術シーズ創出研究【拡充】

 

（１６６億円）
◆中国との国際共同研究

 

「エネルギー利用の高効率化」

 

【新規】

 

（２億円）

ライフイノベーション H25要求額３７４億円 H24予算額３２０億円 ＋５４億円

◆生活習慣病等の医療技術を目指す新技術シーズ創出研究【拡充】

 

（２１９億円）
◆非侵襲測定による診断技術など先端計測技術・器機の開発

 

【新規】

 

（６億円）

ナノテクノロジー・材料 H25要求額１５２億円 H24予算額１４７億円 ＋５億円

◆元素戦略、分子技術等の国の新技術シーズ創出研究

 

（１１４億円）

情報通信技術 H25要求額１４８億円 H24予算額１４８億円 ±０億円

◆大規模データ対応や次世代デバイス等の新技術シーズ創出研究」

 

（８２億円）
◆情報循環による情報基盤整備

 

【拡充】（３８億円）
うち、ビッグデータの利活用のための利用基盤構築及び基盤技術開発

 

【新規】

 

（６億円）

社会技術・社会基盤

◆ＯＤＡとの連携による国際科学技術協力

 

【拡充】

 

（２５億円）
◆社会技術研究開発と社会実装の促進・拡充

 

【拡充】

 

（１７億円）
◆サイエンス・チャレンジ・サポート（次世代人材育成）

 

【拡充】

 

（１４億円）
◆リスクコミュニケーション総合推進（仮称）

 

【新規】

 

（０．６億円）

H25要求額２２６億円 H24予算額２２６億円 ±０億円

ＣＯＩプログラムについては、重点分野戦略を踏まえつつ実施

 
【新規】（５２億円）

※注）

 

金額は運営費交付金中の推計額、分野別集計では重複して計上しているものがある

Ｈ２５年度概算要求
 

重点分野戦略による取り組み
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ＪＳＴ研究開発戦略センター（ＣＲＤＳ）では、政策形成・実施の過程において科学と

 政府が果たすべき役割および責任のあり方について数年前より検討。

・

 
本年３月には戦略提言「政策形成における科学と政府の役割及び責任に係る原

 則の確立に向けて」（CRDS-FY2011-SP-09）をとりまとめ。

・

 
本検討をもとに今後日本と国際社会が取り組むべき課題を論じた有本建男政策

 研究大学院大学教授／ＣＲＤＳ副センター長と佐藤靖ＣＲＤＳフェローによる論説が、

 米国サイエンス誌に査読を経て受理、２０１２年９月７日号に掲載。＊

＊ Tateo Arimoto and Yasushi Sato, “Rebuilding Public Trust in Science for Policy-Making,” Science 337 (7 
September 2012), pp.1176-1177.  DOI番号：10. 1126/science. 1224004

１．経緯

3-2

政策形成・実施における科学と政治・行政との関係に関する政策形成・実施における科学と政治・行政との関係に関する
論説のサイエンス誌への掲載論説のサイエンス誌への掲載
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○東日本大震災および東京電力福島第一原発事故

 以来、政府および科学者コミュニティーの役割と責

 任に関する議論が拡大。
○科学技術に対する社会的信頼も低下。

3-3

政策形成・実施における科学と政治・行政との関係に関する政策形成・実施における科学と政治・行政との関係に関する
論説のサイエンス誌への掲載論説のサイエンス誌への掲載

２．論説の内容

○日本において、科学者コミュニティーと政府とをつ

 なぐ有効なシステムが必要とされていることは明ら

 か。
○特に、政策形成・実施における科学と政府の行動

 規範を確立することが必要。

○海外においては、関連の取組みが近年加速。

○日本でも、大震災以降さまざまな動き。

○ グローバルで不確実な時代を迎え、政府と科学者

 コミュニティーとの間の信頼関係の構築と不断の対

 話に向けて国際的な取組みが必要。

・米国ではオバマ大統領が政府における科学の

 
健全性確保のための取組みを強力に推進。

・英国では、政府と科学的助言者との関係に係る

 
包括的な原則を２０１０年に策定。

・本年５月、「メリットレビューサミット」にて「グロー

 
バル・リサーチ・カウンシル」設立。

・インターアカデミーカウンシル（ＩＡＣ）は「研究の

 
公正および科学の責任に関するプロジェクト」を

 
展開。

・ＣＲＤＳでは本年３月、「政策形成における科学

 
と政府の役割及び責任に係る原則試案」を策定。

①政策形成における科学的助言の位置づけ
②科学的助言の適時的確な入手
③科学的助言者の独立性の確保
④科学的助言者としての責任の自覚
⑤幅広い観点及びバランスの確保
⑥助言の質の確保と見解の集約
⑦不確実性・多様性の適切な取扱い
⑧科学的知見の自由な公表
⑨政府による科学的助言の公正な取扱い
⑩科学的助言のプロセスの透明性確保
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日
 

時：
 

９月２７日（木）午前９時３０分～１７時３０分

９月２８日（金）午前１０時００分～１７時００分
場

 
所：

 
東京国際フォーラム（東京・有楽町）

過去8回のマッチング率は２０％以上！

イノベーション・ジャパン２０１２イノベーション・ジャパン２０１２‐‐大学見本市大学見本市
 の開催についての開催について

3-5

（開催概要）（開催概要）

ＪＳＴが選りすぐった大学などの成果３００件が

一堂に集結（１６１機関）

出展技術の内容を５分程度でPRする「ＪＳＴショー

トプレゼンテーション」を１２０件以上実施

昨年の大学見本市の連携成果である「マイクロバブ

ル発生装置」の実機展示・デモをＪＳＴブースにて実施

（高知工業高等専門学校：秦先生）昨年度の会場風景
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産学官連携功労者表彰は、大学や公的研究機関、企業などの産学官連携活動で大

 きな成果を収め、産学官連携の推進に貢献した事例を表彰。表彰式は、28日（金）東

 京国際フォーラムで行われます。

過去8回のマッチング率は２０％以上！

ＪＳＴプロジェクトの成果が内閣総理大臣賞など４件受賞ＪＳＴプロジェクトの成果が内閣総理大臣賞など４件受賞
 ～～産学官連携功労者表彰２０１２～産学官連携功労者表彰２０１２～
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産学連携推進会議＜第産学連携推進会議＜第1111回＞回＞
イノベーションジャパンと同時開催＜イノベーションジャパンと同時開催＜99月月2828日（金）＞日（金）＞

【内閣総理大臣賞】
植込み型補助人工心臓「ＥＶＡＨＥＡＲＴ」の開発

山崎

 

俊一

 

氏

 

株式会社サンメディカル技術研究所

 

代表取締役社長

山崎

 

健二 氏

 

東京女子医科大学

 

心臓血管外科

 

主任教授

 

医学博士

【文部科学大臣賞】
磁気インピーダンス素子（ＭＩセンサ）による電子コンパスおよびモーションセンサの開発
毛利

 

佳年雄

 

氏

 

名古屋大学

 

名誉教授
本蔵

 

義信

 

氏

 

愛知製鋼株式会社

 

技監

【文部科学大臣賞】
「モノクローナル抗体迅速作製技術」（ADLib®システム）の開発
藤原

 

正明

 

氏

 

株式会社カイオムバイオサイエンス

 

代表取締役社長
太田

 

邦史

 

氏

 

株式会社カイオムバイオサイエンス

 

社外取締役
東京大学大学院総合文化研究科広域科学専攻・生命環境学系

 

教授

【経済産業大臣賞】
「汚泥発生量を従来の１／１０以下に低減する旋回噴流式オゾン排水処理システム」の開発
井口

 

学 氏

 

北海道大学

 

名誉教授

設樂

 

守良氏

 

株式会社ヒューエンス

 

代表取締役
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株式会社サンメディカル技術研究所

 

代表取締役社長

 

山崎

 

俊一
東京女子医科大学

 

心臓血管外科

 

主任教授

 

山崎

 

健二

＜受賞者＞

関連プロジェクト：「委託開発事業」（1997-2003）
委託開発事業において開発課題「ロータリー型心室内血液ポンプ」として採択され、製品仕様の策定から試作及び前臨床試験まで実施した。従来

 
の拍動型植込み型補助人工心臓と比較して、小型軽量であること、安価なこと、回転軸のシール性に優れており長期安定性をもつこと、抗血栓性が

 
高いこと、抗溶血性が高いこと

 

、等の優れた特長を有している。また、血液が流れる部分（回転羽根等）の材質には同じく委託開発事業で開発を支

 
援したＭＰＣポリマーが採用されている。その後、企業が臨床試験を継続し、2010年に医療機器製造販売承認を取得して実用化に成功した。

＜関連するJST事業／JSTの役割＞

ＥＶＡＨＥＡＲＴは、山崎健二氏が考案、サンメディカル技術研究所が開発した体

 
内植込み型補助人工心臓である。末期重症心不全患者に対して、ロータリー型ポ

 
ンプを使い、左心室から血液を吸入し、上行大動脈に血液を送り出すことにより、

 
血流循環機能を補助する。

本製品は血液シール部のモータ側に冷却液（純水）を通すことによりシール部

 
を通過した微量の血液を常時洗い流すとともに、シール部の温度を血栓生成温度

 
（約50℃）を越えないようにすることで、回転軸周りで血栓の発生を抑えるという独

 
特の方法を採っている。その結果、耐久性が飛躍的に向上した。その他、血液が

 
流れる部分の材質、形状の開発により、抗血栓性、抗溶血（血球破壊）性を高め

 
ている。

2010年に医療機器製造販売承認を取得、2011年に保険償還されており、保険

 
が適用される植込み型補助人工心臓で国内で販売されている唯一のものである。

内閣総理大臣賞内閣総理大臣賞

＜受賞技術の概要＞

植込み型補助人工心臓「ＥＶＡＨＥＡＲＴ」の開発

ＥＶＡＨＥＡＲＴシステム図
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株式会社カイオムバイオサイエンス

 

代表取締役社長

 

藤原 正明

株式会社カイオムバイオサイエンス

 

社外取締役
東京大学大学院総合文化研究科広域科学専攻・生命環境学系

 

教授

 

太田 邦史

＜受賞者＞

関連プロジェクト：「埼玉県地域結集型共同研究事業」（2002-2007）

JSTは「埼玉県地域結集型共同研究事業」において産学官の連携体制を構築し、高機能バイオ分子を創出するための新技術・進化バイオテクノロ

 
ジーの展開を目的に、高速分子進化のための基盤技術の開発、相同組換えによる高速ゲノム進化法の開発、医療応用として生理的病理的に重

 
要なタンパク質の解析と創出等の研究開発を実施した。その中で抗体関連テーマにおいて「ADLib®システム」という、新しい評価法を確立し、その

 
基礎的技術を確立させ、株式会社カイオムバイオサイエンスを設立した。さらにJSTは、

 

「ADLib®システム」に関する特許権利化の支援を行い、

 
「ADLib®システム」を利用した共同研究を促進させている。

＜関連するJST事業／JSTの役割＞

埼玉県地域結集型共同研究事業において、ニワトリ由来ＤＴ４０培養細胞の相同組換え活性

 
化によって抗体を作製する革新的な技術「ADLib®システム」を開発した。本技術により生体外

 
で約１０日という短期間で広範な抗原に対し抗体作製が可能となり、抗体医薬品の開発に寄

 
与する。従来は抗体の獲得が困難であった脂質や種間で保存されたタンパク質などに対する

 
モノクローナル抗体、またある種の中和活性を示す抗体の作製にも成功した。

本技術を活用し、２００５年２月に株式会社カイオムバイオサイエンスを創業し、２０１１年１２

 
月東京証券取引所マザーズ市場に上場した。ＮＥＤＯ事業への採択、中外製薬株式会社との

 
アライアンス契約、癌研究会等との共同研究契約など、抗体医薬品の研究開発支援等の事業

 
を展開している。

ADLib®システム

文部科学大臣賞文部科学大臣賞

＜受賞技術の概要＞

「モノクローナル抗体迅速作製技術」（ADLib®システム）の開発
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愛知製鋼株式会社

 

技監

 

本蔵

 

義信
名古屋大学

 

名誉教授

 

毛利

 

佳年雄

＜受賞者＞

関連プロジェクト：「有用特許制度（1993～1996）」、「先端技術展開試験制度（1998）」、「委託開発事業」（1999-2001）
JSTは、MI効果の発見後の1993年～1996年にかけて有用特許制度により基本特許群の出願を行い、1998年には先端技術展開試験制度によるコ

 
ンソーシアムを結成し、金属板非接触センサや医療計測用センサ等の用途開発を実施した。愛知製鋼（株）はコンソーシアムに参加した7社のうちの

 
1社であり、車載用MI磁気センサの試作・評価を実施した結果、本技術の実用化への見通しを得、委託開発事業に「車載用磁気インピーダンスセン

 
サ」として採択されるに至った。その結果、アモルファスワイヤに歪みを与えることなく堅牢に接合する技術や新しいピックアップ信号の検出回路等の

 
開発を行い、小型・低消費電力で耐熱、耐振動性に優れ、極めて出力安定性の高い高感度磁気センサの開発に成功した

 

。

＜関連するJST事業／JSTの役割＞

磁気インピーダンス効果とは、零磁歪のアモルファス合金ワイヤを高周波通電励磁すると、

 
表皮効果によりワイヤのインピーダンスが微小な外部磁界により高感度で巨大な変化を示す現

 
象で、1993年に毛利名誉教授により発見された。

高周波通電励磁されたアモルファスワイヤの円周方向の透磁率の、軸方向の外部磁界によ

 
る変化を通じたインピーダンスの変化から、外部磁界の強さを検知することができる。ＭＩセンサ

 
に用いるアモルファスワイヤでは、ワイヤ表面のスピン磁気モーメントの配列を円周方向に揃え

 
た特殊な磁区構造を持たせているため、高周波通電により表面に局在した電流によりこれを有

 
効に励磁し、円周方向の透磁率を大きく変化させることができる。

当初、高周波通電励磁はデジタル技術との相性の悪さが指摘されていたが、CMOSインバー

 
タICによるパルス電流励磁法が毛利名誉教授により開発されると共に、量産化技術が愛知製

 
鋼（株）により確立され、ＭＩセンサを基にした加速度センサやモーションコントロールセンサが携

 
帯電話に搭載されるに至っている。

文部科学大臣賞文部科学大臣賞

＜受賞技術の概要＞

磁気インピーダンス素子（MIセンサ）による電子コンパスおよびモーションセンサの開発

MIセンサ
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北海道大学

 

名誉教授

 

井口

 

学
株式会社ヒューエンス

 

代表取締役

 

設樂

 

守良

＜受賞者＞

関連プロジェクト：

・地域研究開発促進拠点支援（RSP）事業

 

研究成果育成型（平成12年度）「環境・リサイクル用旋回気泡噴流式攪拌高速処理技術」等

・育成研究（平成13年度～平成16年度）「新規プロセスによる産業廃棄物の高品質原料化前処理及び高度加工技術の開発」

JSTは、北海道におけるRSP事業

 

研究成果育成型（平成11年度～15年度）において、井口名誉教授、株式会社ヒューエンスの共同による浴内

 
液体中へのガス吹込みによって生じる旋回噴流現象に伴う高速攪拌特性を利用した、農水産系廃棄物（スラリー状牛糞尿）の高次リサイクル技術

 
等の応用開発の支援を実施した。本研究成果は独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の「地域新規産業創造技術開発補助金」（平

 
成13年度）等に展開され、本賞に結びついた。また、JSTイノベーションプラザ北海道における育成研究においても、旋回噴流攪拌の機構解明及び

 
農水産系廃棄物（ホタテウロ）のCd除去技術への適用、処理物の有効利用に向けた研究開発が進められた。

＜関連するJST事業／JSTの役割＞

株式会社ヒューエンスは、北海道大学井口名誉教授と連携し、JST等

 
の支援制度を活用しつつ、自社が有するオゾン技術と大学の特許（旋

 
回噴流攪拌技術）を組み合わせた革新的な汚水処理システムを開発。
排水処理に関する酪農家のニーズを基に開発され、従来技術（生物

 
処理）と比較して汚泥発生量を1/10以下に低減し、汚泥処理コストの

 
大幅な削減、省エネ・省スペースを実現。
大手食品メーカー等に導入され始めるとともに、東日本大震災被災地

 
（宮城県女川町）において、生活排水処理システムとして導入されるな

 
ど、被災地復興にも貢献。

経済産業大臣賞経済産業大臣賞

＜受賞技術の概要＞

「汚泥発生量を従来の１／１０以下に低減する旋回噴流式オゾン
 排水処理システム」の開発
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